
下水道事業会計予算





（総則）

（業務の予定量）

千円 千円

（収益的収入及び支出）

千円

　　　令和６年度小郡市下水道事業会計予算

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ４１９，１２５ 千円は、

  当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ６５，４３３千円、過年度分損益勘定留保資金 １３８，４１３千円、当年度分損益

　勘定留保資金 ２１５，２７９千円で補てんするものとする。）。

② 流域下水道建設負担金

　第１款　下水道事業収益

１１１,２４８

７９８,８９３

　　第１項　建設改良費

　　第３項　負担金

千円

　　第１項　営業費用

８６７,０６６

千円

千円

１５１,９０９

２,０００

　　第２項　補助金

１,８３８,６４１

９７１,５７５

（資本的収入及び支出）

　　第４項　予備費

１,３２６,５９１　　第１項　企業債

千円

１,１６１,７００

収　　入

千円１,７０６,３５９

千円

支　　出

１,８２３,６８７　第２款　下水道事業費用

第１条　令和６年度小郡市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

① 公共下水道管渠整備事業

千円

２,１２５,４８４

(２) 主要な建設改良事業

４,８１３,７５５

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(１) 年間有収水量 ㎥

　　第２項　営業外収益

千円

　第３款　資本的収入 　第４款　資本的支出

支　　出

千円

千円

収　　入

　　第１項　営業収益

千円

１,６８８,９６８ 千円

　　第２項　営業外費用 １３２,７１９

３９２,７５０ 　　第２項　借入金償還金

１,２０１,６４３
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第７条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

令和７年度 ４２，０００千円

資本費平準化債

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　　率 償還の方法

事　　　項 期　　　間 限　度　額

内水浸水想定区域図作成委託業務

脱炭素化推進事業債

千円流域下水道事業債 １０９,３００

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

４５,７００

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

(１)

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

２,７００

（一時借入金）

公共下水道事業債
（特別措置分）

千円

２５０,０００

（企業債）

７５４,０００公共下水道事業債

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合には、その債権者と協定
するところによる。
ただし、企業財政の都合によ
り、据置期間及び償還期限を
短縮し、若しくは繰上償還又
は低利に借換することができ
る。

　　　　４.０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

証書借入
又は

証券発行

千円

千円

千円



職員給与費

　令和６年２月２７日提出

（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１４２，０００千円である。

(１)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　場合は、議会の議決を経なければならない。

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

千円８５,７１２

　　　　　　　小郡市長　　加 地　良 光
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予算に関する説明書





３ 他 会 計 負 担 金 ３２,５６７

５ 長 期 前 受 金 戻 入 ３４５,１６５

１ 下 水 道 事 業 収 益 １,８３８,６４１

１ 営 業 収 益 ９７１,５７５

１．収益的収入及び支出（税込）

収　入 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　定　額 備　　考

４ 国 県 補 助 金 １９,７５０

１ 受取利息及び配当金 １

３ 他 会 計 負 担 金 ４９４,９３５

４ そ の 他 営 業 収 益 １,４３４

２ 営 業 外 収 益 ８６７,０６６

１ 下 水 道 使 用 料 ９３７,５７４

８
消費税及び地方消費税
還 付 金

１

９ 雑 収 益 ７,２１４

令和６年度　小郡市下水道事業会計予算実施計画
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支 払 利 息 １３１,０９９

２ 消費税及び地方消費税 １,０００

５ 減 価 償 却 費

２ 下 水 道 事 業 費 用 １,８２３,６８７

１ 営 業 費 用 １,６８８,９６８

３ 雑 支 出

支　出

３ 総 係 費 ７８,８７２

４
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

６９９,００８

１ 管 渠 費 ７５,０６９

２ 業 務 費 ２３,７６３

（ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　定　額 備　　考

８１０,８４３

２ 営 業 外 費 用 １３２,７１９

６ 資 産 減 耗 費 １,４１３

１ 予 備 費 ２,０００

４ 予 備 費 ２,０００

６２０

１



款 項 目 予　定　額 備　　考

３ 資 本 的 収 入 １,７０６,３５９

２．資本的収入及び支出（税込）

収　入 （ 単 位 ： 千 円 ）

３ 負 担 金 １５１,９０９

２ 受 益 者 負 担 金 ８,０６１

２ 補 助 金 ３９２,７５０

１ 公共下水道国庫補助金 ２５０,７５０

１ 企 業 債 １,１６１,７００

１ 建 設 改 良 企 業 債 １,１５９,０００

３ 他 会 計 補 助 金 １４２,０００

２ そ の 他 の 企 業 債 ２,７００

１ 他 会 計 負 担 金 １４３,８４８
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７９８,８９３

４ 資 本 的 支 出 ２,１２５,４８４

１ 建 設 改 良 費 １,３２６,５９１

支　出 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　定　額 備　　考

２ 借 入 金 償 還 金 ７９８,８９３

１ 企 業 債 償 還 金

１ 公 共 下 水 道 整 備 費 １,２０１,６４３

２ 流域下水道建設負担金 １１１,２４８

３ 固 定 資 産 購 入 費 １３,７００



379,444

△ 345,165
受取利息及び受取配当金

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

長期前受金戻入額

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 1,110,595

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 798,893
その他の企業債による収入

小　計 510,542
利息及び配当金の受取額 1
利息の支払額 △ 131,099

３

投資活動による未払金の増減額（△は減尐） 10,711
投資活動による未収金の増減額（△は増加）
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 705,014

774

2,700

業務活動によるキャッシュ・フロー

資金期末残高

無形固定資産の取得による支出 △ 101,136
国庫補助金等による収入

226,329
資金増加額（又は減尐額） 37,237
資金期首残高

227,954

負担金による収入 7,329
他会計からの繰入金による収入 259,949

△ 1

当年度純利益又は当年度純損失（△） 896
減価償却費 810,843

貸倒引当金の増減額（△は減尐） △ 213

7,706

固定資産除却費 1,413

支払利息 131,099
未収金の増減額（△は増加） △ 96,187
未払金の増減額（△は減尐）

賞与引当金の増減額（△は減尐） 151

財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,159,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 362,807

263,566

令和６年度　小郡市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

（ 単 位 ： 千 円 ）
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（単位：千円）（単位：千円）

( )

( )

( )

※（　）内は再任用短時間勤務職員を外書き

（単位：千円）

※期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

報　酬 給　料

1,023

比 較 ― 0 24

手当等 計
（人） （人）

15

給　与　費　明　細　書

１　総　　括

区 分
職　員　数

8,442

給　与　費
法定福利費 合　計

13,996

0

85,712
0

23,089 63,652 13,618前 年 度 77,270―

特 別 職 一 般 職

378

― 11 1,047 42,998 27,671 71,716

11

区 分
期 末 勤 勉
手 当

1,702

住 居
手 当

2,740

3,458 4,582

1,794 1,248 1,159 623

通 勤
手 当

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

39,540
0

8,064

818

623

本 年 度

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

0△ 51 0

手

当

等

の

内

訳

児 童
手 当

本 年 度 3,558 17,929 15 1,345

前 年 度 840

比 較 360 1,248

16,2271,434 0 1,210

時 間 外
勤 務 手 当

505



　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）（単位：千円）

( )

( )

( )

※（　）内は再任用短時間勤務職員を外書き

（単位：千円）

※期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

840

比 較

0 1,210

818

3,558

時 間 外
勤 務 手 当

児 童
手 当

本 年 度 1,794 1,248

0

期 末 勤 勉
手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

1,434 2,740 16,227

1,345

前 年 度

360

8,413

13,974

管 理 職
手 当

手

当

等

の

内

訳

区 分

1,702 0 505

0

前 年 度

比 較

84,643

△ 51 0

623

扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

15623

1,159

4,582 8,040 373

― 11 0 39,540

計
（人） （人）

27,671

特 別 職 一 般 職
報　酬

23,089

法定福利費

13,601

給　料 手当等

11 0 42,998 70,669本 年 度 ―

62,629

職　員　数 給　与　費

1,248

76,230

17,929 15

0

区 分 合　計

0

0 3,458―
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　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）（単位：千円）

5

0

1,023

0 22

0 24

1,047

特 別 職

―本 年 度 ―

一 般 職
報　酬 給　料

区 分
職　員　数 給　与　費

法定福利費 合　計

1,069

手当等

29

前 年 度 ― ― 1,023 0 0

比 較 ― ― 24 0

1,047

計
（人） （人）

17 1,040



（単位：千円）

平均昇給率

職員数の異動状況
（現に在職する職員数） （その他） （計）

11人 0人 11人
11人 0人 11人

区　分

給　料 3,458

通勤手当 △ 51

備 考

375

337
1.84%

扶養手当
住居手当

昇 給
に 伴 う
増 加 分

時間外勤務手当

1,248

前年度

説 明

2,746

手当等 4,582

制度改正
に 伴 う
増 減 分

２　給料及び手当等の増減額の明細

360

増減事由別内訳

給与改定
に 伴 う
増 減 分

その他の
増 減 分 4,582

505

818
期末勤勉手当 1,702
児童手当

増減額

その他の
増 減 分 本年度
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平 均 年 齢 （歳） 36.2

（円） 284,718

平均給与月額

３　給料及び手当の状況

（歳） 35.5

(１)職員１人当たり給与

区　　　　　分 一 般 行 政 職

305,516

高 校 卒

平 均 年 齢

（円） 336,083

区 分

令和5年1月1日現在

平均給料月額

（円）

一 般 行 政 職

大 学 卒 196,200 196,200 196,200 ―

166,600170,900 170,900 164,000

技 能 労 務 職

令和6年1月1日現在

平均給料月額 （円） 290,455

(２)初任給

技 能 労 務 職 国の制度

（円） （円） 一般行政職（円） 技 能 労 務 職（円）

平均給与月額



※（　）内は再任用短時間勤務職員を外書き

4 ( 0 )

（級別の基準となる職務）
４　級

11 ( 0 )

9.11

計

( 0 )

( 0.0 )

0.0 ( 0.0 )

100.0 ( 0.0 )

3 ( 0 )

9.1

2

( 0 )

0

1

( 0.0 )

27.3

( 0 )

( 0 )

( 0 )

( 0 )

0

職員数　（人）

0.0

３　級

区　分 １　級 ２　級 ３　級

７　級

計 ( 0 )

36.3

一般行政職

区 分
一 般 行 政 職

２　級

(３)級別職員数

3

4

構成比　（％）

４　級

1

( 0 )１　級

令和6年1月1日現在
５　級

( 0.0 )

５　級

9.1

( 0.0 )

( 0 )

( 0.0 )

9.1 ( 0.0 )

0.0

36.3

( 0.0 )

100.0

( 0 )

( 0.0 )

27.3 ( 0.0 )

18.2

( 0.0 )

技 能 労 務 職

級

0.0 ( 0.0 )

６　級

４　級
令和5年1月1日現在

級 職員数　（人）

７　級

６　級

構成比　（％）

( 0 )

1 ( 0 )

５　級

３　級

( 0.0 )

７　級

部長の職務

( 0.0 )

( 0.0 )

部長、課長、
主幹、参事の職務

( 0 )

６　級

0

係長、企画主査、
主査、掛長、
技術員の職務

課長、主幹、
参事、課長補佐、
指導主事、
参事補、
企画主査、
指導主査、
指導技術員の職務

2２　級

0

11

１　級

主事の職務
その他の職員

係長、主査、
主任主事、主任、
主事の職務、
その他の職員

18.2

主事の職務
その他の職員
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一 般 行 政 職

（人）

（Ａ）

11

(４)昇給

（％） 0.0

本
年
度

（人） 6

（令和6年1月1日現在）

11

号 給 数 別 内 訳

区 分

0.0

その他（人）

職 員 数 11

100.0

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

４号給 8

号 給 数 別 内 訳
４号給

比 率

（％）

職 員 数 （Ａ） （人）

支 給 対 象 職 員 の 比 率

0.0

支給対象職員1人当たり平均支給月額

（人）

0

5 5

（％）

その他

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

（人）

（％） 100.0

3 3

技 能 労 務 職

8

11

全 職 種

合　計

（人）

0.0

（円）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

(５)特殊勤務手当

前
年
度

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

100.0 100.0

一 般 行 政 職

0

11 11

11

6

（Ｂ）

技 能 労 務 職

行旅病死人取扱手当、伝染病作業手当、災害作業手当、災害出動手当

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人）

（Ｂ）／（Ａ）

11

区 分



支給期別支給率

※（　）内は再任用職員の標準的な支給率

備考
　１２月（月分） （月分）

本 年 度

47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（3％～45％加算）

交通用具利用者の距離別支給額

24.586875

( 2.35 )

備考
（月分） （月分）

同　一

通 勤 手 当

国 の 制 度
2.25 2.25

区　分

有

住 居 手 当

4.50
有

( 1.175 )

( 1.175 )

(６)期末手当・勤勉手当

有
( 1.15 ) ( 1.15 )

地 域 手 当

(７)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

( 1.175 )

一部異

　６月（月分）

（月分） （月分）

35年勤続の者 最 高 限 度

支給率計

前 年 度
2.20 2.20 4.40

47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

扶 養 手 当

差異の内容国の制度との異同

同　一

区 分

( 2.30 )

その他の加算措置等

同　一

2.25

( 1.175 ) ( 2.35 )

2.25

区　分
20年勤続の者 25年勤続の者

4.50

(支 給率 等 )

(８)その他の手当

33.27075支 給 率 等

国 の 制 度
24.586875 33.27075
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（単位：千円）

42,000― 令和7年度

国庫補助金 企業債

前年度末までの支払義務
発生（見込）額

当該年度以降の支払義務
発生予定額

内水浸水想定区域図
作成委託業務

42,000

期　間 金　額 期　間 金　額

―

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　項 限　度　額

損益勘定
留保資金

左の財源内訳

21,000 ― 21,000



令和６年度　小郡市下水道事業予定貸借対照表（税抜）

（令和7年3月31日）

資　産　の　部

１　固　定　資　産

3,693,892

(3)

21,174,096

25,141,394

463,860(2)
△ 27,141

114,004
ニ

イ

ヘ

2,000
2,000

25,841,679

436,719
未 収 金
現 金 預 金

700,285

21,445,502

（単位：千円）

２　流　動　資　産

イ

(1)

3,693,892

△ 1,055 55

△ 132,121

△ 5,056,387
ロ 26,230,483

246,125

3,053

1,110

263,566

ハ

(1)

有 形 固 定 資 産

減価償却累計額
構 築 物
土 地

有 形 固 定 資 産 合 計
建 設 仮 勘 定
減価償却累計額
工具、器具及び備品
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

出 資 金
投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計
施 設 利 用 権

資 産 合 計
流 動 資 産 合 計

未 収 金 貸 倒 引 当 金

△ 570

(2)

2,483
ホ

80,412

無 形 固 定 資 産

74,452イ

投資その他の資産合計
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他 会 計 補 助 金
国 庫 補 助 金 9,406

18,549

ハ

固 定 負 債 合 計

82,112
817,830

12,822,107

資　本　の　部

3,855,239

987,875
2,777,092

10,622,534
10,622,534

負　債　の　部

３　固　定　負　債

21,602,942
10,070,209

当年度未処分利益剰余金

383,498
355,381

企 業 債

イ

910,199

90,272

7,223

25,841,679

355,381

4,238,737

28,117

剰 余 金 合 計
利益剰余金合計

資 本 合 計

(2)

イ

△ 2,751,898

162
資本剰余金合計

ハ

3,855,239

未 払 金

3,034
7,223

預 り 金
賞 与 引 当 金

引 当 金

(1) 企 業 債

４　流　動　負　債

７　剰　余　金

利 益 剰 余 金
イ

ロ

(1)

他 会 計 出 資 金

イ

長期前受金収益化累計額

(1)
(2)

６　資　本　金

長 期 前 受 金

ロ

(3)

(1)

(2)

負 債 資 本 合 計

５　繰　延　収　益
(1)

負 債 合 計
繰 延 収 益 合 計

受 贈 財 産 評 価額
資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計
組 入 資 本 金

(4)

資 本 金
固 有 資 本 金

流 動 負 債 合 計



5,344

1
430,087

1,531,902
655,588

353,985

876,314

２　営　業　費　用

347,560

137,358

5,000

雑 収 益

23,144

598,618

1,525

500
5,454

そ の 他 特 別 利 益 5,455

134,221

(1)

雑 支 出

1

(2)

354,485

650,634

６　特　別　損　失　

当年度未処分利益剰余金

787,992

851,645

4,954

5,455
５　特　別　利　益　

そ の 他 特 別 損 失 1

3,137

当 年 度 純 利 益
(1)

経 常 損 失

前年度繰越利益剰余金

(4)

令和５年度　小郡市下水道事業予定損益計算書（税抜）

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

（単位：千円）
１　営　業　収　益

41,323

(6)
営 業 損 失

(1)
３　営　業　外　収　益

14,353

(4)

(2)
73,493

流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金

35
804,080

(2)

４　営　業　外　費　用
(1)

(1) 下 水 道 使 用 料

長 期 前 受 金 戻 入
(3) 国 県 補 助 金

管 渠 費
業 務 費

受取利息及び配当金

(3)
他 会 計 負 担 金

資 産 減 耗 費
(5) 減 価 償 却 費

(3)

(1)

(2) 他 会 計 負 担 金

支 払 利 息

そ の 他 営 業 収 益

総 係 費

(5)
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△ 4,393,602
ロ

イ

247,536

イ
3,725,050

(3)

施 設 利 用 権

24,741,919

25,309,341
567,422

△ 27,354 341,093未 収 金 貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

1,110

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 預 金 226,329

21,014,869

流 動 資 産 合 計

未 収 金

△ 570

(2)

建 設 仮 勘 定

構 築 物

(1)

3,725,050

ヘ

投資その他の資産合計

25,100,131

ハ

土 地

資　産　の　部

イ 63,452

2,000

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

(2)

ホ

131,179
ニ 600

工具、器具及び備品

113,624

30

△ 116,357

無 形 固 定 資 産

20,706,529

（単位：千円）

2,000

減価償却累計額

減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額

１　固　定　資　産

368,447

２　流　動　資　産
(1)

55△ 1,055

有 形 固 定 資 産

令和５年度　小郡市下水道事業予定貸借対照表（税抜）

（令和6年3月31日）

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産
出 資 金

固 定 資 産 合 計



12,326,874

(4) 預 り 金
流 動 負 債 合 計

国 庫 補 助 金

7,072

イ

162
9,406

組 入 資 本 金
資 本 金 合 計

63,695

10,278,664

４　流　動　負　債

3,035

(2)

イ

9,920,141
21,071,500

ハ
987,875

固 有 資 本 金
他 会 計 出 資 金

2,777,092

資　本　の　部

６　資　本　金

872,695

５　繰　延　収　益
(1)

長期前受金収益化累計額 △ 2,406,733

(3)

10,278,664

(2)

３　固　定　負　債

負　債　の　部

企 業 債

負 債 合 計

資 本 金

798,893

賞 与 引 当 金

イ
資 本 剰 余 金

18,549

長 期 前 受 金

(1)

3,855,239

(2)

ロ

(1)
イ

資本剰余金合計

固 定 負 債 合 計

ハ 他 会 計 補 助 金

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

354,485
354,485

利 益 剰 余 金
当年度未処分利益剰余金

受 贈 財 産 評 価額

7,072

(1)

ロ
90,272

3,855,239

７　剰　余　金
(1)

利益剰余金合計

25,309,341
4,237,841

382,602

28,117

引 当 金

企 業 債
未 払 金

繰 延 収 益 合 計
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記　

　１．固定資産の減価償却の方法

　　(１)有形固定資産・・・定額法による。

２０年から５０年

２０年

５年

５年

　　(２)無形固定資産・・・定額法による。

５０年

　２．引当金の計上方法

　　(１)退職給付引当金

　　　　　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　(２)賞与引当金
　　　　　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、

　　　　当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(３)貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　(１)消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１．企業債の償還に係る他会計の負担
　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

　　負担すると見込まれる額は、６，７０７，１４１千円である。

Ⅲ．セグメント情報の開示
　小郡市下水道事業は、公共下水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書等と重複することからセグメント情報は省略する。

施設利用権

工具、器具及び備品

車両運搬具

注記

機械及び装置

構築物

・主な耐用年数



雨水処理に要する経費に対する一般会計繰入金

督促手数料、下水道台帳交付手数料、排水設備責任技術者登録手数料等

延滞金、過料

分流式下水道等に要する経費等に対する一般会計繰入金

公共下水道維持管理に係る国庫補助金

建設改良のための財源である補助金等の長期前受金のうち今年度収益化したもの

流域下水道事業に係る返還金等

937,574 

下水道使用料 937,574 

３他会計負担金 32,567 

説　　　　　明

１下水道事業収益 1,838,641 

１営業収益 971,575 

目

１下水道使用料

１　収益的収入及び支出（税込）

収　入 （単位：千円）

款 項 予　定　額

1

令和６年度　小郡市下水道事業会計予算事項別明細書

1 

３他会計負担金 494,935 

他会計負担金 494,935 1

雑収益 1,101 

２営業外収益 867,066 

１受取利息及び配当金 1 

預金利息

雨水処理負担金 32,567 

４その他営業収益 1,434 

手数料 333 

1

1

3

1

146,027 

長期前受受益者負担金戻入 19,703 

長期前受国庫補助金戻入 165,934 

長期前受県補助金戻入

４国県補助金 19,750 

国庫補助金 19,750 

５長期前受金戻入 345,165 

6

1

2

4

5

1

7,214 

その他雑収益 7,214 

1 消費税及び地方消費税還付金 1 

９雑収益

3

1,925 

長期前受他会計補助金戻入 11,576 

８消費税及び地方消費税還付金 1 

長期前受受贈財産評価額戻入

節
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下水道管渠、マンホールポンプ等

マンホールポンプ通信料、水洗化促進のための啓発文書郵送料

下水道管渠清掃手数料等

下水道賠償責任保険料、建物総合損害共済に係る共済基金分担金

内水浸水想定区域図作成業務、ストックマネジメント計画変更業務等

鉄道敷占用料等

維持補修工事、私道排水施設整備工事等

マンホールポンプ電気料

会計年度任用職員報酬

会計年度任用職員雇用保険料

会計年度任用職員費用弁償

納付書、口座振替通知書等

納付書等郵送料等

口座振替、コンビニ収納等

上下水道料金一体徴収業務、上水道使用量リスト作成業務等

職員7人分

扶養手当、管理職手当、通勤手当、期末勤勉手当等

共済組合負担金、共済組合事務費等

公用車車検等

振込手数料

自動車損害共済に係る共済基金分担金

１営業費用 1,688,968 

9 備消品費 20 

２下水道事業費用 1,823,687 

（単位：千円）

款 項 予　定　額 説　　　　　明

支　出

１管渠費

160 

18

17 手数料

手数料 377 

委託料 19,447 

689 

8,027 法定福利費

委託料 51,370 

2,166 

12,831 

保険料 59 

2

備消品費

２業務費 23,763 

通信運搬費 532 

動力費

17 手数料 214 

18 

17

19

1 報酬

8 旅費

1,047 

旅費

印刷製本費

5,590 

19

75,069 

修繕費

通信運搬費

11,000 

72 

3

4

8

手当等

263 

5,500 21

23

550 

保険料 234 

9

14

18

15 

材料費 10 24

12

16

4 法定福利費 22 

使用料及び賃借料

工事請負費

14 修繕費

16

目 節

20

３総係費 78,872 

給料 27,362 



下水道台帳管理システム保守更新業務、公営企業会計システム使用許諾・保守業務等

印刷機賃貸借料等

協会等に対する負担金等

低地排水設備助成金等

期末勤勉手当に係る引当金（令和6年12月～令和7年3月分）

下水道使用料、受益者負担金に係る引当金

宝満川流域下水道事業及び筑後川中流右岸流域下水道事業に係る維持管理負担金

構築物、機械及び装置

流域下水道施設利用権

マンホールポンプ等の除却費

過誤納還付金等

19 委託料 13,709 

1,765 

消費税及び地方消費税 1,000 

699,008 

５減価償却費 810,843 

貸倒引当金繰入額 8,468 

（単位：千円）

款 項 予　定　額 説　　　　　明

25

1

2

補助金 1,450 

1 予備費

2

620 

４予備費

２営業外費用

１支払利息 131,099 

無形固定資産減価償却費 132,294 

132,719 

3

雑支出

1 企業債利息 130,599 

一時借入金利息 500 

2,000 

１予備費 2,000 

2,000 

699,008 

25

1

３雑支出 620 

20 使用料及び賃借料 206 

節

有形固定資産減価償却費 678,549 

賞与引当金繰入額 4,531 

４流域下水道維持管理負担金

31

６資産減耗費

1 固定資産除却費

1,413 

1,413 

２消費税及び地方消費税 1,000 

負担金

26

34

目

負担金

- 409 -



- 410 -

公共下水道整備に係る国庫補助金

流域治水対策事業に要する経費に対する一般会計繰入金

流域下水道臨時措置分等の企業債元金償還金等に対する一般会計繰入金

公共下水道整備に係る受益者負担金

１他会計負担金

1 他会計負担金

143,848 

143,848 

8,061 

（単位：千円）

款 項

8,061 

２補助金 392,750 

151,909 

２受益者負担金

流域下水道事業債

資本費平準化債 250,000 

予　定　額

1,159,000 

250,750 

3

250,750 

公共下水道国庫補助金

目 節

公共下水道事業債 754,000 

4

1

１建設改良企業債

説　　　　　明

３資本的収入 1,706,359 

受益者負担金

３他会計補助金

1 他会計補助金

142,000 

142,000 

1

2

３負担金

1

１企業債 1,161,700 

109,300 

収　入

下水道事業債特別措置分 45,700 

２　資本的収入及び支出（税込）

１公共下水道国庫補助金

２その他の企業債

1 脱炭素化推進事業債

2,700 

2,700 



職員4人分

扶養手当、通勤手当、期末勤勉手当等

共済組合負担金、共済組合事務費等

仮設水道使用料

水質検査手数料

実施設計業務等

仮設道路借地料等

管渠布設工事、雨水幹線工事、雨水貯留施設工事、改築工事等

水道管移設補償

期末勤勉手当に係る引当金（令和6年12月～令和7年3月分）

宝満川流域下水道事業及び筑後川中流右岸流域下水道事業に係る建設負担金

8

9

13

17

19

20

21

27

１企業債償還金 798,893 

公共下水道事業債償還金

２流域下水道建設負担金 111,248 

負担金 111,248 

２借入金償還金 798,893 

工事請負費

646 

光熱水費 20 

31

25

526,528 1

13,700 

11,000 1 土地購入費

３固定資産購入費

3 車両購入費

下水道事業債特別措置分償還金

１建設改良費

旅費 10 

備消品費

1,326,591 

１公共下水道整備費 1,201,643 

目 節

2

4

3

2

４資本的支出 2,125,484 

支　出

款 項 予　定　額

3

資本費平準化債償還金 25,000 

55,620 

流域下水道事業債償還金 191,745 

1,098,900 

補償費 20,000 

賞与引当金繰入額 2,692 

手数料 20 

委託料 49,600 

使用料及び賃借料 555 

給料 15,636 

手当等 8,840 

法定福利費 4,724 

2,700 

説　　　　　明

（単位：千円）
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